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「民泊サービス」のあり方について 

（中間整理）（案） 

 

 

 

はじめに 

○ 自宅の一部や別荘、マンションの空き室などを活用して宿泊サービスを提

供するいわゆる「民泊サービス」については、ここ数年、インターネットを

通じ、空き室を短期で貸したい人と旅行者をマッチングするビジネスが世界

各国で展開されており、我が国でも急速に普及している。 

 

○ こうした「民泊サービス」については、急増する訪日外国人観光客のニー

ズや大都市部での宿泊需給の逼迫状況への対応といった観光立国の推進の観

点や、地域活性化のための空きキャパシティの有効活用等の観点から活用を

図ることが求められており、感染症まん延防止やテロ防止などの適正な管理、

安全性の確保や地域住民等とのトラブル防止に留意したルールづくりが求め

られている。 

 

○ また、こうした「民泊サービス」を反復継続して有償で行う場合、我が国

においては旅館業法の許可が必要であるが、旅館業法の許可が必要であるに

もかかわらず、許可を得ずに実施される違法な「民泊サービス」が広がって

おり、それらへの対応も急務である。 

 

○ こうした状況を踏まえ、平成２７年６月３０日に閣議決定された「規制改

革実施計画」において、「インターネットを通じ宿泊者を募集する一般住宅、

別荘等を活用した民泊サービスについては、関係省庁において実態の把握等

を行った上で、旅館・ホテルとの競争条件を含め、幅広い観点から検討し、

結論を得る」（平成２７年検討開始、平成２８年結論）こととされた。 

 

○ これを受け、当検討会では、「民泊サービス」に関するルール整備に向け、

平成２７年１１月から●回にわたり、事業者、関係団体、地方公共団体など

の関係者からヒアリングを行いながら精力的に検討を重ねてきたが、これま

での検討結果について、「中間整理」として取りまとめ、公表する。 

 

  

資料１ 
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Ⅰ 検討に当たっての基本的な視点と主な論点等 

○ 当検討会は、以下の３点を検討に当たっての「基本的な視点」として掲げ、

検討を進めてきた。 

①衛生管理面、テロ等悪用防止の観点から、宿泊者の把握を含む管理機能が

確保され、安全性が確保されること。 

②地域住民とのトラブル防止、宿泊者とのトラブル防止に留意すべきこと。 

③観光立国を推進するため、急増する訪日外国人観光客の宿泊需要や、空き

キャパシティの有効活用等地域活性化などの要請に応えること。 

 

○  その上で、検討に当たっては、旅館・ホテルとの競争条件、地域ごとの宿

泊需給の状況、規制内容や方法に対応した自治体の体制等に留意しつつ、民

泊サービスの必要性・位置付け、民泊サービスと旅館業法等関連法令との関

係、仲介事業者の位置付け・役割、仲介事業者と旅行業法との関係等を論点

として、検討を進めてきた。 

 

Ⅱ 総論 

○ この報告書において、「民泊サービス」とは、住宅（戸建住宅、共同住宅等）

の全部又は一部を活用して、宿泊サービスを提供するものとする。 

 

○ 「民泊サービス」について、急増する訪日外国人観光客の宿泊需要に対応

するための宿泊施設の供給という観点、空きキャパシティの有効活用という

観点、多様な宿泊ニーズに対応した宿泊サービスの提供という観点など様々

な観点から、その必要性（ニーズ）が指摘されている。 

 

○ 「民泊サービス」に対するこうした様々なニーズに応えつつ、宿泊者の安

全性の確保、近隣住民とのトラブル防止などが適切に図られるよう、旅館業

法等の現行制度における規制のあり方を見直しつつ、仲介事業者等に対する

規制を含めた制度体系を構築すべきである。 

 

○ 以下に「早急に取り組むべき課題」と「中期的な検討課題」を整理するが、

「早急に取り組むべき課題」として整理されたものについては、速やかに対

応すべきである。また、規制改革実施計画に定められたスケジュールにとら

われず、検討のスピードアップを図る。 

 

○ 多様な「民泊サービス」を一律に捉えるのではなく、家主がいるか・いな

いか、管理者がいるか・いないか、戸建てか共同住宅か、個人所有か法人所

有か、など、その形態や特性に応じて、整理する必要がある。 
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Ⅲ 早急に取り組むべき課題と対応策－現行制度の枠組みの中での対応－ 

○ 本来必要な旅館業法の許可を得ていない違法な「民泊サービス」が広がっ

ているため、この状況に早急に対応する必要がある。そのため、現行制度の

枠組みの中で対応できることとして、当面、「民泊サービス」について、簡易

宿所の枠組みを活用し、旅館業法の許可取得を促進すべきである。 

 

○ その際、自宅の一部等を活用して少人数の宿泊客を受け入れる「民泊サー

ビス」においては、現行の客室面積の基準（延床面積３３㎡以上）には必ず

しも合理性があるとは考えられないことから、これを見直し、許可を取得し

やすい環境を整えるべきである。 

 

○ 具体的には、簡易宿所の客室面積基準を見直し、対象物件の類型を問わず、

宿泊者数が１０人未満の場合については、宿泊者一人当たりの面積を３．３

㎡に設定の上、宿泊者数に応じた面積基準（３．３㎡×宿泊者数以上）とし、

３３㎡未満の物件についても、その規模に応じて活用できるようにすべきで

ある。 

 

○ 家主不在のケースにおいては、宿泊者の本人確認、緊急時の対応体制など

一定の管理体制を確保することを前提に、旅館業法の許可対象とすべきであ

る。こうした管理体制が確保されるのであれば、自宅の一部等を活用して少

人数の宿泊客を受け入れる「民泊サービス」を行う場合においては、玄関帳

場の設置を求めている通知の運用を見直し、玄関帳場の設置を要しないこと

とすべきである。 

 

○ 旅館業法の許可に当たり、関係法令だけでなく、賃貸借契約、管理規約（共

同住宅の場合）に反していないことの確認を求めるべきである。 

 

○ 自宅の一部やマンションの空き室などを活用する場合においても、反復継

続して、宿泊料とみなすことができる対価を得て人を宿泊させるサービスを

提供する場合には、原則として、旅館業法の許可を取得することが必要であ

る旨を改めて国民に周知するとともに、併せて、今般、講じる予定の基準緩

和措置の内容について、国民、仲介事業者、自治体等に周知徹底を図り、反

復継続して有償で行われる民泊サービスについて、旅館業法の許可取得を促

すべきである。その際、当該措置の施行が円滑に行われるよう、各自治体に

対して必要な情報提供その他の支援を行うべきである。  
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Ⅳ 中期的な検討課題－現行制度の枠組みを超えた検討が必要な課題－ 

○ 「民泊サービス」の適正な活用を図るルールづくりのためには、現行制度

の枠組みを利用した「早急に取り組むべき課題」の当面の対応に加え、「民泊

サービス」に対し、これまで旅館業法上求められてきた許可取得をはじめと

する義務の内容を一律に課すべきかどうかや、仲介事業者や管理事業者等の

関連する事業者に義務を課すべきか等について、現行制度の枠組みにとらわ

れない検討が必要である。 

 

○ その検討に当たっては、「民泊サービス」が適正に行われるよう、一定の規

制を課すことを前提とした上で、例えば、「一定の要件」を満たす「民泊サー

ビス」については、規制の程度について、例えば許可ではなく、届出とする

等、その健全な普及が図られる観点から、整理がなされることが必要である。 

 

○ 上記の「一定の要件」については、以下のような指摘がなされているとこ

ろであり、海外の事例も参考にしつつ、引き続き、検討を進めるべきである。 

 ・家主居住で自宅の一部を貸し出すようなホームステイタイプの「民泊サー

ビス」について、緩和の対象とすべき。 

 ・ホームステイタイプの民泊のうち、営業日数、宿泊人数、面積規模などが

一定以下のものに対象を限定すべき。 

 ・家主不在のタイプについては、簡易宿所の許可を取得させるべき。 

 ・共同住宅の空き室・空き家等家主不在の「民泊サービス」についても、管

理事業者を介在させ、家主に代わって一定の責務を担わせることにより、緩

和の対象とできないか。 

 ・共同住宅については、賃貸マンションと分譲マンションとで分けて考える

べきではないか。 

 

○ ただし、その場合であっても、現行の旅館業法上営業者に義務付けられて

いる宿泊者名簿の備付義務や一定の（最低限の）衛生管理措置は求めるべき

ではないかと考えられる。 

 

○ また、問題が発生した場合等に適切に対応できるよう、報告徴収、立入検

査等の家主に対する一定の行政処分が可能な枠組みは必要ではないかと考え

られる。 

 

○  他方、宿泊拒否の制限については、「民泊サービス」にはなじみにくいもの

であるとともに、今日的意義が薄れているのではないかとの指摘があること

にかんがみ、不当な差別的取扱いがなされないことに留意しつつ、合理的な

ものとなるよう見直す方向で検討すべきである。 
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○ また、「民泊サービス」については、近隣住民とのトラブル発生が特に懸念

されることから、現行の旅館業法上は特に課されていない近隣住民とのトラ

ブルを防止するための何らかの措置や、トラブルがあった際の対応措置を検

討することが必要である。 

 

○ これに関連して、無断転貸や管理規約違反などの問題もあることから、「民

泊サービス」の実施に当たり、賃貸借契約、管理規約（共同住宅の場合）に

反していないことの担保措置について、検討すべきである。 

 

○ 旅館業法に基づく営業許可を受けずに営業を行っている者（以下「無許可

営業者」という。）その他旅館業法に違反した者に対する罰則については、罰

金額を引き上げる等実効性のあるものに見直すべきである。また、無許可営

業者に対する報告徴収や立入調査権限を整備することについても併せて検討

すべきである。 

 

○ 関連する制度における取扱いについても、検討することが必要である。特

に用途地域規制における取扱いについては、日本の暮らしを体験できるとい

う観点や良好な住環境保持の観点などを踏まえ検討することが必要である。 

 

○ 「民泊サービス」を推進する手法のひとつとして、国家戦略特区制度の活

用が考えられるが、今後、特区制度をどのようにしていくかについては、ま

ずは実施状況の検証結果を踏まえることが必要ではないかと考えられる。 

 

○ 仲介事業者に対しては、サービス提供者が適法にサービスを提供している

かどうかの確認を求め、違法なサービスの仲介行為や広告行為を禁止する等

の一定の規制を課す必要があるのではないかと考えられる。その際、海外の

事業者に対する規制の実効性を担保することや、旅行業法との関係を整理す

ることが必要ではないかと考えられる。 

 

○ 個人がサービス提供主体となることも想定されることから、一定の要件を

備えた管理事業者による管理・監督を求めることや、行政による指導体制の

あり方など、サービス提供に当たっての管理体制の確保について検討する。 

 

○ 上記の諸点を踏まえ、一定の「民泊サービス」について、法規制の枠組み

についての整理を行った上で、必要な法整備に早急に取り組む必要があると

考える。 
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おわりに 

○ 今回、上記のとおり「民泊サービス」のあり方について、「中間整理」を示

した。当検討会においては、引き続き、中期的に検討すべき課題について、

幅広い観点から、かつ、スピード感をもって、報告書のとりまとめに向けて

検討を続けていくこととする。 

 


